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序章 本研究の目的と方法 

 

 

（１）問題の所在 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、岩手・宮城・福島 3 県

を中心とした太平洋沿岸地域に甚大な津波被害をもたらした。また、地震・津波

により全電源を喪失した東京電力福島第一原子力発電所は炉心溶融という重大事

故を起こし、大量の放射性物質が外界に飛散した。この複合的な震災である東日

本大震災の発生以降、被害の状況、政府の取り組み、自治体における復旧・復興

の状況、さらには原発事故について、既におびただしい数の報道や調査研究がな

されている。このうち、最も包括的なものは、独立行政法人日本学術振興会の東

日本大震災学術調査委員会が、人文学・社会科学の視点から 8 つの調査研究班を

設置し、3 年間の調査研究を行った成果をまとめた『大震災に学ぶ社会科学（全

8 巻）』であろう。  

 しかし、住民生活の基盤である基礎自治体に焦点をあてて、復旧・復興の実態

を、行政活動から住民の生活状況まで含めて総合的に明らかにし、将来課題を提

起しようとする研究はきわめて限られている。複合的大震災のもとで、自治体・

地域の復旧・復興をいかに成し遂げるかは、政治・行政にとっての課題であるの

みならず、重要な学問的課題でもある。本研究は、基礎自治体である市町村を主

たる研究対象として、東日本大震災における被災自治体再生・再建の方策を総合

的に追究するものである。  

 

（２）研究の対象 

① 研究対象領域 

 本研究においては、過去の津波災害からの復興についての歴史研究、復興庁の

設置に至る政治過程研究、被災自治体が策定した復興計画の実態調査研究、およ

び、被災者の生活実態調査研究の 4 つを主要な研究領域とした。  

 歴史研究においては、岩手県公文書館、宮古市役所などの協力を得て、昭和三

陸津波における被災状況についての一次資料や、岩手県および県内町村の昭和三

陸津波からの復興計画についての一次資料を収集した。  

 政治過程研究においては、主に復興庁の成立過程について、その経過を跡づけ

る作業を進めるとともに、与野党政治家、省庁担当者、報道関係者に対するヒア

リングを行った。  

 復興計画の実態調査研究においては、岩手県内・宮城県内市町村および県の復

興計画・実施計画および関連資料を収集し、復興計画の基本的特性を解析すると

ともに、震災後、太平洋沿岸に再建されることとなった防潮堤について、その高

さが設定されるまでの過程を分析した。さらに、復興交付金事業のうち、生活復

興に係る 7 事業について、個票データをもとに一覧性のあるデータベースを構築
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した。  

 被災者の生活実態調査研究においては、津波被災者の生活実態を明らかにする

ため、岩手県宮古市より、仮設住宅に居住する住民の属性データの提供を受け、

分析を行った 1。また、福島第一原発事故被災者の生活実態を明らかにするため、

福島県富岡町からの避難住民へのアンケート調査を実施し、回答結果の分析を行

った。  

 

② 研究対象地域 

 本研究においては、復興計画等の収集・分析作業を基礎としつつ、東日本大震

災からの自治体復興、なかんずく住まいの再建についての詳細な事例研究も行っ

た。調査研究対象とした自治体は、市内田老地区において高台移転と現地再建の

両方を進め、市街地が二分して再建されることとなった岩手県宮古市、いち早く

市内玉浦西地区において大規模造成工事を行い、被災 6 地区からの集団移転を進

めた宮城県岩沼市、コンパクトシティ構想を掲げ、3 か所の新市街地への集約を

図った宮城県山元町、従前の市街地への「差し込み」型の集団移転を進めた岩手

県大船渡市の 4 つである。  

 2013 年度は、宮古市役所の協力を得て宮古市内に 9 月から 11 月にかけて約 80

日間、2014 年度は、岩沼市役所の協力を得て岩沼市内に 9 月から 10 月にかけて

約 50 日間、現地事務所を開設し、研究参加者である後藤・安田記念東京都市研

究所研究員が交代で常駐した。この現地事務所を拠点として、2013 年度は宮古市

を中心に、2014 年度は岩沼市および山元町を中心に、周辺市町村も含め調査を行

った。2015 年度は、宮古市において追加現地調査を行うとともに、大船渡市にお

いても現地調査を行った。これらの調査においては、多数の被災住民に話を聞く

とともに、各種地縁団体、NPO、有識者、自治体関係者等にもヒアリングを行っ

た。  

 

（３）本報告書の構成 

 本報告書の構成は、以下の通りである。  

 第 1 章では、2011 年 6 月に公布された東日本大震災復興基本法、同年 7 月に

政府の東日本大震災復興対策本部が決定した「東日本大震災からの復興の基本方

針」、時限官庁として設置された復興庁、さらには復興特区制度を取り上げ、国の

復興推進の制度構造とその特質について論じる。  

 第 2 章では、被災自治体の復興計画について、その策定状況、策定方法および

内容を分析するとともに、復興交付金事業について、その全体像および自治体別

の執行状況を分析する。これにより、復興体制の全体像を明らかにする。  

 第 3 章は、東日本大震災からの自治体復興についての事例研究である。前項で

                                                   
1 分析結果については、五石敬路（2014）を参照されたい。  
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研究対象地域として挙げた岩手県宮古市、宮城県岩沼市、宮城県山元町、岩手県

大船渡市の 4 自治体について、どのような復興計画がいかにして策定され、住ま

いの再建がいかに進められたかを、現地調査の成果を生かしつつ、詳述する。  

 第 4 章では、1933 年の昭和三陸津波からの復興について、特に被害の大きかっ

た岩手県の対応を検討するとともに、被災町村による復興計画の策定・実施につ

いて、県・町村関係に注目しながら明らかにし、現代への教訓を読み解く。  

 第 5 章では、東京電力福島第一原発事故により 2016 年現在も全域が避難指示

区域に指定されている福島県富岡町について、町外に避難している町民に対して

実施したアンケート調査の結果を分析し、避難住民の生活実態を明らかにする。  

 終章では、以上の各章の内容を受け、本報告書の結論を述べるとともに、提言

を行う。  

 

 なお、本研究は、独立行政法人日本学術振興会の科学研究費（基盤研究（B）

／課題番号 25285048）の助成を受け、2013 年度から 2015 年度にかけて実施し

たものである。  
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